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１ はじめに なぜ「家族」か
多くの人は, 家族の中に生まれ, 家族と共に暮らす。共同体生活は, 人
に多くの影響を与えるが, 中でも家族生活の影響は大きい。家族は, その
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１ はじめに なぜ「家族」か
２ 子どもにとっての家族の重要性
３ 親の労働の子どもへの影響
（1) 親の労働収入と子ども
（2) 親による子育てと子ども
（3) 子どもの職業観・ライフスタイル観
４ 親の非正規労働
（1) 非正規労働者である親の実態
（2) 親の非正規労働の子どもへの影響
① 親の低収入と子どもの貧困
② 親による子育てと子ども
③ 子どもの職業観・ライフスタイル観のゆがみ
（3) 親の非正規労働のあるべき方向性
（4) 非正規労働に関する労働法制の問題点と親子関係
① 雇用の安定確保の必要性
② 公正な処遇の実現の必要性
③ 正規労働への転換の促進
５ 社会保障制度の関与のあり方
６ 結びにかえて 労働の二極化の解消に向けて
家族員に, 経済的生活や衣食住, 知識, 経験, 考え方など多くを与え, 家
族員の生活を支え, また, その社会を構成している。
家族を支える要因の一つが労働である。家族は, その家族の誰かが働い
て得る収入で生活費を得る。もう一つ, 重要な要因として, 子どもや病人,
高齢者などがいる場合のケアがある。家族が衣食住等を世話することによっ
て, 生活できている者は少なくない。しかし, 人の有する時間や労力は限
られているから, 労働に時間や労力を使う分だけ, 家族員のケアに向ける
それらは減り, その逆もまた然りである。現代のように労働の場所と住む
場所が離れた雇用社会では, なおさらである。労働と家族員のケアという
家族に課された事柄に対して, わが国では, 太平洋戦争後の高度経済成長
期に, 労働は夫が担い, 家族員のケアは妻が担う, という役割分担が社会
的に構築され,
(１)
それに則ってきた家族は多い。
しかし, この役割分担は問題も多い。性別による生き方の限定, 女性の
経済的依存, 男性の家事能力低下, ひとり親家庭の疎外, 男性の過労, 母
親の孤立した子育てなどである。そして, 1990年代以降の不況と経済構
造の変化等による男性労働者の収入低下は, 貧困化や少子化の原因となっ
ている。こうした問題を踏まえ, 家族が労働と家族員のケアをどう担うべ
きか, また, ケア以外も含めてより良い家族生活と労働の関係はどうある
べきかについて, 検討がなされなければならない。それには, 労働法の検
討も不可欠である。労働法では, これまで家族は中心的課題ではなかった
が, 家族生活を視野に入れた法整備や法解釈が検討される必要がある。
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(１) それまでの日本は農家や自営業が多く, そうした家族では, 妻も家業
に従事し, 子育ては主に夫の母親や上の子が担った (上野千鶴子『家父長
制と資本制』(岩波書店 2009年 5月）205頁, 上野千鶴子『ケアの社会学』
(太田出版 2011年11月）107頁, 湯沢雍彦『大正期の家族問題』(ミネル
ヴァ書房 2010年 5 月）87，95頁)｡
(２) 両角道代氏は,「かつての労働法が労働者に『身体』があることを発
とはいえ, 法整備や法解釈の検討に際して視野に入れるべき家族生活は,
家族構成によって異なる。そこで, 本稿では, 家族構成の中から「親子」
を取り上げ,「子ども」にとってのあるべき家族生活に視点を置いて論考
することとする。子どもは, 未熟であり, 経済的支えとケア, つまり子育
てを必要とする。しかし, 時を経て成長し, 次の社会を担う存在である。
未熟な子どもを保護し, 成長を助ける中心的な役割を有しているのが親で
ある。子どもにとって, 親が労働と子育てをどう担うのかは重要問題であ
る。
一方, 検討の対象とすべき法の範囲は, 働き方によって異なってくる。
現代の働き方の枠組みとして代表的なものは「正規労働」と「非正規労働」
であろう。そこで, 本稿は,「非正規労働」に焦点を当て, それに関する
労働法について検討する。
「子ども」と「親の非正規労働」という組み合わせを取り上げる理由は,
第一に, 昨今のわが国における子どもの重要な社会問題として, 相対的貧
困率の上昇が挙げられるが
(３)
, わが国の「子どもの貧困」の特徴として, 親
が, 不在や無職なのではなく, 働いているのに低収入といういわゆる「ワー
キング・プア」の家庭の割合が高いという状況がある。
(４)
そして, 2004年
以降, 無業の世帯の貧困率が低下する一方で, 世帯主が自営業者や非正規
労働者である世帯において, 貧困率が上がっているのである。
(５)
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見したように, 今日の労働法は労働者に『家族』があることを発見」する
ことが必要と述べている（｢｢仕事と家庭の分離」と「仕事と家庭の調和｣」
『労働法の展望』(有斐閣 2013年 3 月）448頁)。
(３) 2013年 6 月19日には「子どもの貧困対策推進法」が成立した。
(４) 阿部彩『子どもの貧困』(岩波書店 2008年11月）228頁。
(５) 石井加代子, 佐藤一磨, 樋口美雄「ワーキング・プアからの脱出に自
己啓発支援は有効か」『貧困のダイナミズム』(慶應義塾大学出版会 2010
年 6 月）105頁。
第二の理由は, 子育てとの両立のために非正規労働に就く者, また, 子
育てのために一度離職した後に, 非正規労働者として再就職する者が少な
くないという実態である。
以上により本稿は, まず, 子どもにとっての家族の重要性を確認し, そ
のうち, 親の労働の重要性を指摘する。次に, 非正規労働に焦点を当て,
親の非正規労働が子どもに与える影響を分析する。この分析を基に, 子ど
ものより良い家族生活のために非正規労働をどう捉えるべきか, そのため
の労働法の整備や解釈はどうあるべきかを考察する。また, 生活費とケア
は社会保障制度によっても得られるものであるから, 社会保障制度と家族,
労働との関係についても検討することとする。
２ 子どもにとっての家族の重要性
日本弁護士会連合会は, 子どもにとっての家庭（家族）の役割を,「①
親との愛着関係を形成し, これを基礎として人間関係を形成する力（情緒
的基盤), ②衣食住の生活の最低限を確保し, さらに遊びや学習, 社会体
験などで文化的な基礎を身につけること, ③社会への自立を経済的・法律
的に援助してもらうこと（身元保証人やアパートの連帯保証人)」とまと
めている。
(６)
これらは, どれも重要であるが, 特に①は, 家族ならではの役
割であろう。衣食住の世話や教育, 経済的援助は, 集団的な施設や, 保護
者が転々と変わる状態でも可能であるが, 愛着関係の形成には, 親が必要
である。やむを得ない事情によって親と暮らせない場合は, 親的な存在が
必要になる。
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(６) 日本弁護士連合会第53回人権擁護大会シンポジウム第１分科会実行委
員会『日弁連 子どもの貧困レポート』(明石書店 2011年10月）75頁。
(７) わが国では, 保護者不在や虐待などの家庭環境により親と離れて暮ら
す子ども (18歳以下) の約 9 割が集団生活施設で暮らしているが, 欧米で
②の衣食住などの世話, 遊びや学習, 社会体験を与えることは, 子ども
の生活を確保し, 成長していくために必要なものである。これらは, 一般
に子育てといわれる。子育てがもたらすものは, ただ, 生活や知識等の確
保だけではない。育てる大人への信頼が育ち, 情緒的に成長するという効
果がある。親による子育ては, 愛着関係の形成と結びついている。また,
子育てのためには, 経済的基盤が必要である。ほとんどの子どもは, 親に
よって生活費, 教育費を調達されている。
子どもにとっての家族, 特に親の重要性は, 法的にも評価され, 受容さ
れている。親に子育てと生活費, 教育費を調達してもらうこと, すなわち
養育してもらうことは,「子どもの権利」である。子どもの権利条約第
(８)
18
条の１は「締約国は, 児童の養育及び発達について父母が共同の責任を有
するという原則についての認識を確保するために最善の努力を払う。父母
又は場合により法定保護者は, 児童の養育及び発達についての第一義的な
責任を有する。児童の最善の利益は, これらの者の基本的な関心事項とな
るものとする｡」と謳っている。
(９)
また民法では, 親権（818条), 子の監護
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は, 子が家庭で育つ重要性が強く認識され, 半数以上の子が里親と暮らし
ている（厚生労働省「社会的擁護の課題と将来像の取組状況 (平成25年 3
月版)｣)。＜http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo
_kosodate/syakaiteki_yougo/index.html＞，湯澤雍彦『昭和後期の家族問題』
(ミネルヴァ書房 2012年 9月）239頁, 山野良一『子どもの最貧国・日本』
(光文社 2008年 9 月）215, 216頁)。
(８) 日本政府訳では,「児童の権利条約」である。
(９) 日本政府訳による。原文は「States parties shall use their best efforts to
ensure recognition of the principle that parents have common responsibilities
for the upbringing and development of the child. Parents or as the case may
be, legal guardians, have the primary responsibility for the upbringing and
development of the child. The best interest of the child be their basic
concern.｣。
及び教育をする権利・義務が定められている（820条)
(10)
。中学校までは子
を学校に通わせることも法律上義務づけられている。
(11)
しかし, 親による子育てにも限度があり, 親が全てを負うことは, 育児
ノイローゼや子どもへの過干渉, 子どもの成長の場の限定などの原因とな
る。幼稚園, 保育所, 学校, 地域などで子どもが育つことは重要であり,
これらの子育て環境の充実が求められる。
同様に, 子どもの経済的生活も, 社会保障制度でのカバーが必要である。
子どもに限らず, 身体的な事情等で働けない者の生活費は, 家族だけで負
担するには限度があり, 社会全体でカバーすべきである。子どもの場合は,
教育費も必要である。教育は, 将来の社会形成に必要であるから, 社会的
に支えることは合理的である。
このように述べると, 性別役割分担意識から, 子どもの経済的生活を支
えるのは父親の義務であり, 子育ては母親の義務であると捉える者もいる
だろう。子どもの福祉や権利の話はジェンダー的視点が前提となりやすい。
しかし, 筆者は, 性によって子どもに対する役割が決められているとの考
え方には反対の立場をとる。子どもの生活費を得ることも子育ても, 両親
ともに課せられている義務である。もちろん, 夫婦が自発的な合意形成に
よって役割分担をすることには問題ない。
ところで, 本稿においては, 高校卒業後の進学先を卒業するまでの者を
「子ども」とする。他国では18歳で成人する例も珍しくないが
(12)
, わが国
では民法上20歳で成年となり（ 4 条), 選挙権を有するのも20歳以上であ
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(10) 子どもの側には, 親の監護・教育を受ける義務もある。少年法 3 条は,
非行少年の定義のうちに「保護者の正当な監督に服しない性癖のあること」
｢正当の理由が無く家庭に寄りつかないこと」を揚げている。
(11) 学校教育法17条 1 , 2 項。
(12) 子どもの権利条約の対象は18歳未満である（第１条)。
る（公職選挙法 9 条 1 , 2 項)
(13)
。さらに, 現在のわが国では, 多くが, 高
校卒業後に大学や専門学校などに進学し, 20歳を過ぎても学費や生活費
を親が出している実態があるからである。衣食住の世話も親がしているこ
とが少なくない。その良し悪しはともかく, 現状として, 子は, 就職や結
婚を機に家を出るまで, 多くを親に頼っている。
また, 本稿は, 家族を「共同体」として捉えるが, それは同居の家族に
限らない。親子や夫婦は離れていても共同体としての実態があり, 特に子
どもとの関係では, 離れていても親としてなすべきことがある。本稿にお
いては, 別居も含めて, 検討の対象とする必要があると考える。
３ 子どもにとっての親の労働の影響
子どもの多くは, 親の労働収入で生活費や教育費を得る。労働収入は,
子どもの経済的生活に直接関係する。他方, 子どもは子育てを必要とし,
親は限られた時間と労力を労働と子育てに振り分ける。親がどう働くかは,
子どもの生活や成長, また成長してからの生き方にも影響を与える。そし
てそれは, 現代の子どもを取り巻く状況とも関係している。以下, 現代の
子どもの状況を踏まえ, 親の労働の意義と問題点を検討する。
(1) 親の労働収入と子ども
子どもには，親の養育義務があり, 義務教育を終えるまでは, 働かずに
教育を受ける権利を有している。そして, 義務教育を終えても, 約98％
の子どもが高校へ進学し, 高校進学は, 義務教育化, 社会常識化している。
しかし, 高校を卒業するまでの子ども全てが，必要な生活費や教育費を得
ているわけではない。2012年時点で, 18歳以下の子どもがいる世帯の相
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(13) 児童福祉法の対象は18歳未満である（ 4 条 1 項)。
対的貧困率は
(14)
, 16.1％であり, 2009年時点で OECD 34か国中６番目であっ
た。
(15)
この貧困家庭の子どものうち, どちらの親とも暮らしていない子ども
は, 10％に満たない。
(16)
また, 両親とも病気や障害のために働けないとい
う子どもも少ない。
(17)
多くは, 親が働いているが, その収入が低いか不安定
なのである。
貧困は, 生活や教育に必要な物質の欠如以外にも様々な弊害を生む。特
に, 子どもには, 子ども特有の問題がある。アメリカの調査によると, 家
族の所得が貧困を示すラインを下回ると, 小学校入学前後の子どもの知的
発達は, 加速度的に悪くなる。
(18)
また, 貧困による親のストレスは, 虐待の
ハイリスク要因である。
(19)
虐待までいかない場合も, 子どもの情緒的な成長
を妨げたり, 親子間の人間関係の悪化を招いたりする。
(20)
低収入のため仕事
を掛け持ちして長時間労働になっている親や, 夜の勤務の方が多少なりと
も収入が良いため夜間に働く親もいる。こうした働き方は, 後でも述べる
ように, 親が子育てをする時間や労力を確保できず, 愛情表現の余裕もな
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(14) 世帯の可処分所得を世帯人員の平方根で割った所得の中央値の半分に
満たない世帯員の割合。
(15) 朝日新聞2014年 7 月16日朝刊。
(16) 阿部彩 「現代日本の子どもの貧困」 『子どもの貧困白書』(明石書
店 2009年 9 月）21頁 このデータは, 2004年時点のものだが, その後,
親のいない家庭が増えているというデータは見当たらない。
(17) 阿部彩 前掲書（注４）228頁 もっとも, 貧困状態にある者は, 健
康に問題を抱えていたり, 軽い障害を有している場合も少なくないため,
就労の機会が少なく, また就労継続しにくいという現実はあると思われる。
(18) 山野良一 前掲書（注 7 ）139～141, 156, 157頁。
(19) 日本弁護士連合会第53回人権擁護大会シンポジウム第１分科会実行委
員会 前掲書（注 6 ）29～32頁, 川松亮「児童相談所から見る子ども虐待
と貧困」『子どもの貧困白書』(明石書店 2009年 9 月）233～236頁, 山野
良一 前掲書（注 7 ）156, 157頁。
(20) 山野良一 前掲書（注 7 ）167～183頁。
くなる。こうしたことから, 子どもは, 規則的な生活や学習の習慣, 良好
な人間関係を築く力を身につけられないことが多い。もちろん, 自立を経
済的に援助してもらうこともできない。親の労働収入は, 子どもの現在の
生活のみならず, 成長に関しても様々な影響を与えるのである。
ところで, 高校進学が義務教育化, 社会常識化していることの原因か結
果かはわからないが, 中卒での就職は, 厳しい。そして, 高卒の就職も,
一般的に労働条件はあまり良くない。現在では, 約75％以上が大学等へ
進学している。
(21)
昨今, 小学生のうちからの塾通いが増えつつあるが, その
理由は主に, 親が子の高校や大学への進学を考えてのことである。
こうした現状は, 貧困家庭の子どもが, 中学校, または高校を卒業後,
働いて貧困状態を脱することが困難である事態を生み出している。しかし,
大学や専門学校への進学は, 多額の教育費が必要になる。我が国では, 高
校卒業後の教育費への公的支出が少ない。高等教育（日本の場合高校卒業
以降の教育）について, 国内総生産 (GDP) に対する学校教育費への公的
支出（2009年時点）は, OECD 平均が1.1％であるのに対し, 日本は0.5％
であり, 逆に私費からの支出は, OECD 平均0.5％に対し, 日本は1.0％で
ある。学校教育費の公私負担割合（2000年時点）は, OECD 平均が公：
私＝87.8：12.2であるのに対し, 日本は71：29である。貧困家庭の子ども
は就職も進学も難しい状況にある。
現代の就職, 進学事情は, 貧困とはいえない家庭の子どもに対しても親
の労働収入の影響を強めている。親に出してもらう教育費は増加しており,
また, それを出してもらう期間が長期化しているからである。また, 学校
に行く期間が長くなれば, 生活費を親に頼る期間も伸びる。子どもの生活,
進学, 就職は, 親が, 生活費, 教育費をどれだけ出せるか, どれだけ出し
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(21) 文部科学省「学校基本調査｣。
続けられるかで変わってくるのである。
(2) 親による子育てと子ども
子育ては, 子どもの生活, 成長段階に適したものでなければならない。
そして, 子育てをする人との愛着関係が形成されねばならない。例えば,
食事は, ただ食べられれば良いのではなく, 子どもの味覚や成長, 健康状
態に合わせたものが必要であるし, 行儀を教えたり, コミュニケーション
をとるために, 子育てをする者と共に食べることも大切である。年齢, 個々
の成長に則した遊びや体験は, 子どもの教養となると同時に, 共に行うこ
とで子育てをする者と子どもとのコミュニケーションとなる。反抗も含め
て, 特定の大人との継続したコミュニケーションは, 子どもの心理的な安
定につながる。こうしたことから, 親（又は親的な存在）による子育ては
重要である。
子どもの生活, 成長段階に適した子育ては, 時間を要する。量的にも必
要であるし, 子どもの生活に合わせる必要もある。起床, 就寝, 朝昼晩の
食事はもちろん, 登下校, 学校の行事, 病気の看病などに合わせた時間が
必要である。
しかし, 親が働く場合, 働く分だけ子育てはできない。まず, 時間が確
保できない。雇用者なら, 通常, 所定労働時間は, １日８時間, １週40
時間であり,
(22)
午前 9 時前後から午後 6 時頃までの勤務が多い。子が幼い
場合は, 見守りや衣食住に世話がかかるため, この勤務時間を働くだけで
も, 必要な時間を取れない。さらに, 時間外労働も珍しくない。
(23)
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(22) 労基法32条は, 週40時間, 1 日 8 時間を超える労働時間を禁止してい
る。
(23) 労基法36条は, 過半数労働組合（ない場合は過半数労働者代表）と協
定を結んだ場合に, 労働時間の延長及び休日労働について認めている。
成長して衣食住等に手間がかからなくなっても, コミュニケーションの時
間は必要である。たとえ会話が無くても, 一緒にいることで子どもの心身
の変化に気づき, 対応できることもあり, それだけでも, 共に過ごす時間
には意義がある。しかし, 長時間労働や休日労働になると, こうした時間
は確保できない。そして, 仕事に過剰な労力を要する場合, 親の体力や子
どもに向ける意識も確保できない。子どもの生活や成長段階に適した子育
てはできず, 愛着関係も形成されにくい。親の労働は, 子育てと衝突する
面を大いに有しているのである。
そこで, 多くの親は, ①親が, 仕事を辞めるか, 仕事の時間を減らす,
②親以外の者に子育てを依頼する, ③子どもに任せるという対応を取って
いる。これらの対応には, 適切な面もあるが, 問題もある。①は, ほとん
どが, 母親が子育てを引き受ける性別役割分担といわれる方法であり, 本
稿の初めに述べたような問題を有している。また, もう片方の親（多くは
父親）の関わりが少なければ, 子どもが寂しさを抱いたり,
(24)
母親の育児が
孤立してその負担が子どもにぶつけられるケースもある。②の場合, 親と
のコミュニケーションが必要以上に少なければ, 子どもとの愛着関係が形
成されない。また, 依頼先の子育ての質に問題がある場合,
(25)
子どもの生活
や成長に支障が生じる。③については, 子どもの成長や状況に合わせる必
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(24) 南オーストラリア大学ワーク・アンド・ライフ研究センター所長のバー
バラ・ポーコック氏が2003年にオーストラリアの10～18歳の子どもを対象
に行った聞き取り調査では, 母親が家にいる「完全片稼ぎ世帯」の子ども
も, 稼ぎ手である親の不在, 特に負担の大きい労働をしている親の不在を
寂しく思っており,「片方の親が家にいることは, 必ずしももう一方の親
が家にいないことの埋め合わせとはならない」と指摘している（バーバラ・
ポーコック（中里英樹・市井礼奈／訳）『親の仕事と子どものホンネ』(岩
波書店 2010年12月）52～55頁)。
(25) 無認可保育所での事故や, ベビーシッターによる虐待は, 社会問題と
もなっている。
要がある。幼児に不適切であることは明かである。成長によって, 多くの
子は, 身の回りのことが自分でできるようになるが, 思春期になると心理
的な不安を抱えやすくなり, また, 現代はネット犯罪などに巻き込まれや
すいという問題もある。
子育てのあり方は, 時代や社会の影響が大きい。先に述べたとおり, 現
代では, ほとんどが高校へ進学し, その後も多くがさらに進学するが, そ
れは, 子どもの自立が遅くなっているということでもある。教育の内容も,
幼い頃から, 高校や大学への進学を前提にした内容が重視され, 衣食住の
整備や, 社会人としての知識, 技能の習得を目的としたものは二の次となっ
ている。その評価は別として, 現代の教育を含む子育ては, 子の早期の自
立を目指すものではない。それと相まって, 子育ての内容は, 子どもとの
関わりを強めるものが主流となっている。
(26)
子どもが大きくなっても, 親が
衣食住を整えることは珍しくなく, 勉強やクラブ活動に専念できるように,
率先して行う親もいる。習い事や塾も, そこにいる時間は親と離れて過ご
すが, 親が選び, 親が送り迎えをし, 親がお弁当を作って持たせ, 発表会
や試験の結果を親が評価するといった点で, 親の関わりは強い。子育ては,
より親の手間暇を要するものとなっている。
現代の市場化は, 子育てを「買う」ものとし, 手間暇を省力化したよう
に言われる。たしかに, 調理した食事や紙おむつ, 市販の衣類やおもちゃ
などは, 子育てを楽にしている面はあるが, 周りと同程度の物を買うこと
を求められる（少なくとも子どもは欲しがる）という心理的負担がある。
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(26) 家族社会学は,「近代家族」の特徴の一つに「こども中心主義」を挙
げる。近代になって子どもは「母親のフルタイムの愛情と献身を受けるよ
うになった｣ (落合恵美子『近代家族とフェミニズム』(勁草書房 1989年
12月）18～20, 81頁)。現代は, 必ずしもフルタイムではなくなっている
が, 親の愛情や献身の重要性は強調され, それは, やはり「母親」が行う
ことが多い。
市場化は, 以前は, 親自身が用意していたか, 用意できないのであきらめ
ていた（考えもしなかった）ものを金銭で買えるようにした。それは子育
てについても, 親の労働収入をますます必要とする原因となっており, 子
育ての時間や質と労働とのジレンマが生じている。
(3) 子どもの職業観・ライフスタイル観
親の働き方を子はどう見ているか, またそれが子どもの職業観・ライフ
スタイル観にどのような影響を与えているかについての研究結果は少な
い。
(27)
しかし, 働き方について, 自らの親の働き方に影響を受ける子は多い
のではないだろうか。
例えば, わが国においては, 働き方は, 非常にジェンダー化している。
男性が, 20歳以降に就職すると多くが定年まで働き続けるのに対し, 女
性の労働力率は「25～29歳」と「45～49歳」を左右のピークとし「30～
44歳」で下がるＭ字型カーブとなるのは, 多くの知るところである。こ
のＭ字型カーブの理由は, 子育てのために, 離職する, または, 離職せざ
るを得ない女性が多いことである。
(28)
こうした母親の働き方は, 女の子に影
響を与えることが数値的に示されている。出産後もほぼ継続的に働いてい
る女性は, その母親が継続的にフルタイムで働いていた割合が高い。
(29)
また,
女性が, 3 歳から12歳の頃, その母が専業主婦だった場合, 出産後の職
場復帰時期が遅いという結果が出ている。
(30)
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(27) バーバラ・ポーコック（中里英樹・市井礼奈／訳）前掲書（注24）39
～42頁。
(28) ｢平成26年 (2014年) 版少子化対策白書（内閣府)」によると, 女性が
妊娠・出産前後に退職した理由は, 39％が「家事・育児に専念するため自
発的に退職した｣, 26.1％が「仕事を続けたかったが仕事と育児の両立の
難しさで辞めた」となっている。
(29) 内閣府「女性のライフプランニング支援に関する調査」(2007年 3 月)。
また, 中学３年生を対象にした内閣府の調査によると,「あなたが40歳
になった時, 次のようなことをしていると思いますか」という問いのうち,
「世の中の役に立つ仕事をしている」｢やりがいを感じる仕事をしている」
という項目について, 貧困層の子どもが「そう思う」と答えた割合は低
い。
(31)
こうした意識は様々な原因から生まれるのだろうが, その中に, 親が
働きに見合った収入を得ていなかったり, やりがいを感じる仕事に就けて
いないということもあるのではないだろうか。父親, 母親を問わず, 親が,
働きに見合った収入を得ること, 自らの労働に自信ややりがいを持つこと
は, 子どもの, 働くことへの希望, 職業を通じた自己実現, 苦労があって
も働き続ける意識を育てると思われる。
そして, 子どもが, 仕事と家族生活との関係について最初に認識するの
は, 自らの親の働き方と家庭でのあり方であろう。雇用社会の現代では,
親の働く姿を直接見ることは少なくなったが, 仕事のために家を出て行く
様子, 帰ってくる様子, 休みの取り方, 休日の過ごし方, その他家族生活
の在り様から, 子は, 働くということを裏側から見ている。そして同時に
家族生活への関わり方を見ている。もちろん, 働き方や家族生活の捉え方
は親以外からの影響も強く受ける。しかし, 親が仕事と家族生活にバラン
スよく関わっていれば, それを否定的に捉える子どもは少ないであろうし,
子の職業観・ライフスタイル観を育てる上で良い影響を与えるであろう。
４ 親の非正規労働
一般的に親の労働が子どもに与える影響は, 前項のとおりであるが, で
は, 親が非正規労働者である場合, 具体的にどのような影響が出ているの
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(30) (独)日本労働政策研究・研究機構「調査シリーズ No. 109 子どものい
る世帯の生活状況及び親の就業に関する調査2012」(2013年 4 月)。
(31) 内閣府「親と子の生活意識に関する調査報告書」(2012年 5 月)。
であろうか。1990年以降, 非正規労働者は, 人数も, 雇用者全体に占め
る割合も増加している。現在, 雇用者（役員を除く）に占める非正規労働
者割合は, 37.8％である。
(32)
しかし, 非正規労働者のうち子育て中の親の割
合や非正規労働者である親と子の全体像は, あまり, 明らかにされていな
い。そこで, 本項では, 非正規労働者のうち, 子育て中の親がどの程度い
るのか, それは性別や労働形態別に見るとどうなのかを概観し, 親が非正
規労働者であることが子どもに与える意義と問題点について考察する。
(1) 非正規労働者である親の実態
非正規労働者とは,「正規ではない労働者」を指す。正規労働者とは,
「期間の定めのない労働契約のもとで, 長期的に育成され, 企業内で職業
能力とキャリア（職務・責任）を発展させ, 処遇もそれに応じて向上する」
労働者である。
(33)
この枠組みに当てはまらない労働者が非正規労働者である。
そうであれば非正規労働の形態は多様であるはずだが, 現実には,「有期
契約労働」｢短時間労働」｢派遣労働」が典型である。
(34)
有期契約労働（以下
「有期労働」という｡）は, 世間では「契約社員」｢嘱託」と呼ばれ,「嘱
託」の語は定年後に使われることが多いようである｡「短時間労働」は
「パート」の語が一般的である。
では, そのうち, 子育て（生活費, 教育費の支出を含む）中の父または
母である非正規労働者はどのくらいいるのだろうか。端的に示すデータが
論
説
法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月) 207(839)
(32) 総務省「労働力調査」2014年 3 月統計。
(33) 菅野和夫『労働法〔第10版]』(弘文堂 2012年12月）203頁。
(34) 総務省の労働力調査では,「非正規の職員・従業員」を「契約社員」
｢嘱託」｢パート」｢アルバイト」｢労働者派遣事業所の派遣社員」｢その他」
に分けている。これは, 使用先で使われている名称によるもので,「契約
社員」｢嘱託」とは有期労働者,「パート」｢アルバイト」とは「短時間労
働者」である。
見当たらないので, 総務省の「労働力調査」から, 次にとおり推計してみ
た。
表１は, 非正規労働者を性別及び雇用形態別（雇用先の名称による）に
分けて, 総数の多い順に並べたものである。子育て中の者の人数がわから
ないので,「結婚経験あり」と「30～59歳」を抽出した。わが国では結婚
せずに子を持つ者が少ないので, 親である者は「結婚経験あり」にほぼ含
まれると考えられる。また, 子育て中の親の年齢としては, 男女で 2 歳
程度の差はあるが,「30～59歳」とした。表２は, 表１の結果,「30～59
歳」の人数と各雇用形態の総数に対する「30～59歳」人数の割合, 各雇
用形態の「30～59歳」人数に対する結婚経験者の割合を, それぞれ多い
順に並べたものである。これらの表から次のことが読み取れる。
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表１ 男女別・結婚経験別・年齢別
総数 30～59歳 30～59歳
割合(％)
30～59歳
結婚経験者
30～59歳
結婚経験率(％)
女性パート・アルバイト 1019 681 67 618 91
男性パート・アルバイト 301 79 26 30 38
女性契約社員 126 84 67 56 67
男性契約社員 147 68 46 39 57
女性嘱託 43 26 60 23 88
男性嘱託 72 11 15 8 73
女性派遣労働者 68 49 72 30 61
男性派遣労働者 48 27 56 10 37
女性その他 40 24 60 19 79
男性その他 42 17 40 9 53
女性非正規計 1296 863 67 746 86
男性非正規計 610 204 33 96 47
女性正規労働者 1028 690 67 487 71
男性正規労働者 2275 1754 77 1384 79
（単位 万人） 2013年の総務省「労働力調査」より
（｢結婚経験あり」は「有配偶」と「死別・離別」を足したもの）
非正規全体について
① 女性非正規総数は, 女性正規総数とほぼ同数であるが, そのうち
「30～59歳」では, 非正規は, 正規の約1.25倍であり, さらに「30～
59歳結婚経験者」では, 非正規は, 正規の約1.5倍である。子育て中
の母親のうち, 非正規労働者は, 正規労働者の母親よりも多いと思わ
れる。非正規総数に対する「30～59歳割合」が67％,「30～59歳結婚
経験者」が86％であることから, 非正規労働者の中でも, 子育て中
の母親は相当数を占めていることが伺われる。
「30～59歳割合」は非正規の種別による違いがあまりないが,「30
～59歳結婚経験率」は, 種別による違いがある。どの種別にも子育
て年齢の女性は60～70％いるが, 実際に母親である者の割合は, 種
別によって差があることが伺われる。
② 男性非正規総数は, 男性正規総数の約４分の１であり, そのうち
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表２
30～59歳 人数 30～59歳 割合 30～59歳 結婚経験率
１
女性パート・アルバイ
ト
１ 女性派遣労働者 １
女性パート・アルバイ
ト
２ 女性契約社員 ２
女性パート・アルバイ
ト
２ 女性嘱託
３
男性パート・アルバイ
ト
２ 女性契約社員 ３ 女性その他
４ 男性契約社員 ４ 女性嘱託 ４ 男性嘱託
５ 女性派遣労働者 ４ 女性その他 ５ 女性契約社員
６ 男性派遣労働者 ６ 男性派遣労働者 ６ 女性派遣労働者
７ 女性嘱託 ７ 男性契約社員 ７ 男性契約社員
８ 女性その他 ８ 男性その他 ８ 男性その他
９ 男性その他 ９
男性パート・アルバイ
ト
９
男性パート・アルバイ
ト
10 男性嘱託 10 男性嘱託 10 男性派遣
「30～59歳」では, 非正規は, 正規の約１割である。さらに「30～59
歳結婚経験者」では, 非正規は, 正規の約７％しかいない。非正規総
数に対する ｢30～59歳結婚経験率｣ は５割弱だが, そもそも「30～59
歳割合」が33％であり, 子育て年齢にある非正規男性の割合が低い。
よって, 非正規労働者の父親は, 男性労働者の中でかなり少数である。
「30～59歳割合」｢30～59歳結婚経験率」とも非正規の種別による
違いが大きく, 前者が多いからといって後者が多いわけではない。
③ 母親と父親を比べると, 女性「30～59歳」非正規総数は, 男性「30
～59歳」非正規総数の約４倍であり,「30～59歳結婚経験者」となる
と, ８倍弱である。非正規労働者の母親は, 非正規労働者の父親より
かなり多い。
種類別の非正規について
① パート・アルバイト
女性は,「30～59歳結婚経験者」が著しく多く, パート・アルバイ
トの母親が非常に多いことがわかる。
男性は, 男性非正規の種別の中で一番「30～59歳」の人数が多い
種別だが,「30～59歳割合」は低く, 子育て年齢にある男性は少数派
である。さらに「30～59歳結婚経験率」も低い。母数が多いため,
父親である男性は一定いると思われるが, 父親でない者の方がかなり
多いといえる。
② 契約社員
女性は,「30～59歳結婚経験者」の人数がパート・アルバイトに次
いで多いが,「30～59歳結婚経験率」は, 非正規全体の中で高い方で
はなく, 正規労働者の女性よりも低い。母数が多いため, 母親である
女性は一定いると思われるが, 母親でない者の方が多いといえる。
男性は,「30～59歳人数」は, 非正規全体の中で低い方ではなく,
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「30～59歳結婚経験率」も, 男性非正規の種別の中で高い方である。
男性非正規の中では, 子育て中の父親である者が多い種別であると思
われる。
③ 嘱託
男女とも「30～59歳割合」は少ない。男性は, 15％と最も少ない。
しかし, 男女とも「30～59歳結婚経験率」は高く, 嘱託のうち, 子
育て中の父親, 母親である者は多いと思われる。
④ 派遣労働者
男女とも「30～59歳割合」は, 最も高い。しかし,「30～59歳結婚
経験率」は男女とも低く, 子育て年齢にある者は多いが, 母親, 父親
である者は少ないと思われる。特に父親は少ないといえる。
また, 子育て中の父または母である非正規労働者については, (独) 日
本労働政策研究・研修機構が行った調査 (2012年11月時点) が参考にな
る。
(35)
それによれば18歳未満の子がいる働く母親と父子世帯の父親の就業
形態は次のとおりである。
一方，総務省労働力調査によると, 男性が非正規労働に就く理由で最も
多いのは ｢正規の職員・従業員の仕事がないから」である。(独) 日本労
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(35) (独)日本労働政策研究・研究機構 前掲書（注30)。
表３
ふたり親世帯の母親 母子世帯の母親 父子世帯の父親
正規労働者 32.5 36.6 66.7
契約社員・嘱託 4.6 10.6 6.3
派遣労働者 2.5 5.1 0
パート・アルバイト 46.6 40.2 3.2
その他(自営業など) 12.0 7.5 23.8
（単位 ％）
働政策研究・研修機構が行った調査 (2013年７～８月時点)
(36)
では, 35～44
歳の男性非正規労働者では42.7％が「正社員として働ける会社がなかった
から」を理由としている。女性が非正規労働に就く理由は, 総務省労働力
調査によると「家計の補助・学費等を得たいから」と「自分の都合のよい
時間に働きたいから」が最も多く, 続いて「家事・育児・介護等と両立し
やすいから」｢正規の職員・従業員の仕事がないから」が続く（複数回答
可)。
以上のことから, 非正規労働と子育てとの関係で披握，推察できるのは,
次のとおりである。
① 子育て中の母親であるパート・アルバイトが非常に多い。母子世帯
の場合も変わらない。子育ての時間を確保するため短時間労働を選ん
でいる母親が多いと推察される。
② 女性の契約社員, 派遣労働者の多くは, 子育て年齢にあるが, 実際
に子育て中の母親である者の割合は少ない。しかし, 母子世帯の母親
は, 若干割合が高い。これは, パート・アルバイトより収入があるこ
とがその原因と考えられる。夫と離死別前に専業主婦や非正規労働者
であった場合, 正規労働に就きたくても, 子どもが小さいことや年齢
などを理由に採用されにくい現状もあるのではないか。
なお, 職種内で子育て中の母親が多いと思われるのが嘱託であるが,
これは, 子育て等を理由に, 正規から嘱託に移行した者が多いからで
はないか。
③ 子育て中の父親である非正規労働者は, 割合としては少ない。子育
て中の父親は一家の稼ぎ主である場合が多く, 正規労働を希望する者
が多いのであろう。
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(36) (独)日本労働政策研究・研究機構「労働政策研究報告書 No. 164 壮年
非正規労働者の仕事と生活に関する研究」(2014年 5 月)。
④ 男性の派遣労働者は, 30～59歳の割合が一番高いが, 子育て中の
父親はほとんどいない。これは, 派遣労働の不安定さが原因ではない
だろうか。人数的に比較的多いのは, 契約社員とパート・アルバイト
であるが, これは, いわゆる「リストラ」や事情（親の介護など）に
より, 正規労働者であった者が移行した（または再就職した）ケース
が少なくないのではないかと思われる。嘱託に子育て中の父親が多い
ようであるのも, 嘱託が正規からの移行であることが原因と考えられ
る。
(2) 親の非正規労働の子どもへの影響
① 親の低収入と子どもの貧困
親が非正規労働者であることの一つめの問題は, 親の低収入が子ど
もの貧困を生んでいることである。非正規労働者には, 大きく分けて,
家計の主な稼ぎ手と家計補助者の２種類があるといえよう。差し迫っ
た問題となっているのは, 親が前者である場合である。顕著な例が,
母子世帯である。表４のとおり, 母子世帯の母親の 8 割は働いてい
るが，非正規労働者で, その勤労収入は年間200万円に満たない。
子育て中の母親にパート・アルバイト（以下まとめて「パート」と
いう｡）が非常に多いが, 母子世帯の母親も例外ではない。しかし,
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表４
母子世帯 123.8万世帯 父子世帯 22.3万世帯
親の就労率 80.6％ 91.3％
親の非正規労働者率 47％ 8％
平均年間収入 291万円 455万円
親自身の勤労収入 181万円 360万円
厚労省発表「ひとり親家庭の支援について（平成25年 9 月10日)」より
パートといっても総労働時間は決して少ないわけではない。(独)日本
労働政策研究・研究機構の調査に
(37)
よると, 母子世帯の働く母親のうち,
週労働時間が30時間未満の者は18.6％しかいない。パートの母親の収
入が低いのは, 時間当たりの賃金が低いからである。パートの時間当
たり賃金の平均は男女とも1000円を少し超える程度であり,
(38)
ボーナ
スがある企業はほとんどない。また, 母子世帯の母親には, 有期労働
である者（以下「有期労働者」という｡）や派遣労働者の割合も若干
多いところ, 有期労働者と派遣労働者にも低収入者が多い。勤続年数
による昇給や昇進の対象外であり, 雇用期間終了後すぐに次の職に就
けないことも少なくないからである。
他方, 父親についてみると, 貧困率が高いのは, 30歳未満と55歳
以上（子が17歳以下）の場合である。
(39)
父子世帯は少ないので, 貧困
状態にある父親の多くは, 夫婦ともに低収入の非正規労働者であると
考えられる。もっとも30歳未満の場合, 正規労働でも賃金は低い。
母親が非正規労働者または無業である場合, 父親が正規労働者であっ
ても貧困状態にある家庭はあるであろう。晩婚化が進んでいる現在,
30歳未満で父親になる者は少なく, 先述の分析も30歳からを子育て
年齢と設定したが, 父親である者がいないわけではない。男性非正規
労働者には, 雇用の不安定や低収入を理由とする未婚者が多いが, 結
婚すら難しい状況で子どもがいる場合, 子どもの貧困化のリスクは高
い。他方, 55歳以上といえば, 高卒で就職する子どもが減り子育て
期が長くなっている昨今, 未だ子育て期にある父親は少なくない。特
に, 子の大学等に多額の費用を要する年齢である。55歳以上の場合,
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(37) (独)日本労働政策研究・研究機構 前掲書（注30)。
(38) 厚生労働省「平成24年 (2012年) 賃金構造基本統計調査｣。
(39) 阿部彩 前掲書（注 4 ）64, 65頁。
リストラや早期退職で正規労働からパートや有期労働に移行する者が
多いことが, 貧困率の原因の一つであろう。男性であっても, 非正規
労働は, 時給は低く, 昇給や昇進の対象外であることは変わらない。
親が家計補助のために非正規労働に就いている場合, 貧困状態にあ
る子どもは少ないが, 主たる稼ぎ手である親の死亡や失業, また両親
の離婚によって, 貧困化するリスクはある｡ 厚生労働省「平成23年
（2012年）度全国母子世帯等調査結果」によると, 母子世帯になる
前に, 母の73.7％が就業しているが, このうち52.9％が「パート・ア
ルバイト等」である。
子どもは, 貧困を自らの力でどうにもできない。にもかかわらず,
親が正規労働に就けないことが原因で貧困生活を強いられている子ど
もがいる。そうした子どもの貧困を防ぐには, 二つのことが必要であ
る。一つは, 親の収入に関係なく子どもが最低生活及び最低教育を得
られる社会保障制度を整えることである。もう一つは, 親の収入を確
保することである。後者は, 労働の問題である。
② 親による子育てと子ども
非正規労働の低収入は, 子育ての時間にも影響しがちである。母子
世帯の５人に１人は仕事を掛け持ちしているとの報告がある。
(40)
母子世
帯の母親にパートが多いことを考えると, そのほとんどが短時間労働
(以下 ｢パート労働｣ という｡) の掛け持ちではないだろうか。パート
労働は, 労働時間が短く残業が少ないため, 掛け持ちができてしまう
が, 総労働時間は長時間になり, 子育てに向ける時間や労力は減る。
衣食住の整備や愛情表現の余裕もなくなる。子育てが, より手間暇を
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(40) 阿部彩「データでみる現代日本の子どもの貧困」『子どもの貧困白書』
(明石書店 2009年 9 月）25頁。
要するものとなっている現代では, こうした親を持つ子どもと, 子育
ての時間がある親を持つ子どもとの, 子育ての質の格差は広がってい
るといえよう。
だが, パート労働は, 掛け持ちなどしなくてよいなら, 子育ての時
間を確保できるという利点がある。前述のとおり多くの母親はパート
労働に就いているが, それは子育ての時間のためである。
また, 有期労働や派遣労働も含め, 非正規労働は, 遠方への配転が
ない場合が多く, その点では子育てに向いている。遠方への配転は,
転居を伴う場合, 一方の親が単身赴任をするか, 仕事を辞めねばなら
ない。親と共に転居する場合, 生活や学習の環境が変わり, 子どもに
大きな負担を与えることもある。転居が頻繁になればなおさらである。
転居までは必要でない場合も, 通勤時間は長くなる。これらは, 子ど
もにとって, 大きな不利益である。
問題の一つは, それが母親に集中してしまっていることとである。
パートの母親は, 働いていても子育てを一手に引き受けていることが
多い。わが国では, 妻が正規労働者であっても夫の家事, 子育ての時
間は少ない家庭が多いが, 妻がパートであればなおさらである。結局,
多くの子どもは, 母親が働いていてもいなくても, 父親と過ごす時間
が少ないことに変わりはない。それは, 次項で述べるように, 職業観・
ライフスタイル観のゆがみといった問題も生む。
もう一つの問題は, 親が子育て向きの非正規労働を選ぶと, 子ども
は, その低収入や雇用の不安を受け入れなければならないという現状
である。子どもにとって, 親の子育ては重要である一方, 主たる稼ぎ
手として非正規労働に就く親の子はもちろん, 家計補助者の非正規労
働者の親を持つ子どもも, その労働収入は, 自らの生活に必要である
場合が多い。特に, 教育の高等化や子育ての市場化により, 子どもの
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ために直接使われることも珍しくない。ところが, 子育てと労働収入
は，二者択一になってしまっている。
③ 子どもの職業観・ライフスタイル観のゆがみ
親の働き方が子どもの職業観・ライフスタイル観に与える影響につ
いての研究はあまりなされていないため, 親が非正規労働者である場
合に特有の職業観・ライフスタイル観や, 親が正規労働者である場合,
または無職の場合との違いなどは, 明確ではない。しかし, 多くの母
親がパート労働者であり, その他の非正規労働者である場合も少なく
ない状況を見ると, こうした働き方や生き方が, 子どもの職業観・ラ
イフスタイル観に何らかの影響を与えていることは, 想像に難くない。
女性の年齢別労働力率を示すグラフによるＭ字型カーブの底の部分
の値は上昇しつつあるが, その約半数は非正規労働者であり, Ｍ字の
右の山の半数以上が非正規労働者である。正規労働者の労働力率が,
35歳あたりで一番低くなった後, 上昇しないにもかかわらず, グラ
フの右に山ができるのは, 非正規労働者が35歳を過ぎたあたりから
増加するからである。
(41)
このカーブに表されるような, 出産を機に退職
し, その後, 非正規労働者（多くは有期契約のパート労働者）として
再就職するという働き方, 生き方を, その子は, どう見るのだろうか。
母親が継続的にフルタイムで働いていると, その女の子は出産後も働
き続ける割合が高いという結果か
(42)
らすると, 母親が正規労働者の場合,
女の子については, 出産退職後に非正規労働者として再就職する働き
方より，正規労働者として働き続ける方がよいと見ているといえる。
では, 母親が非正規労働者である場合は非正規労働者としての再就職
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(41) 平成26年版男女共同参画白書（内閣府)。
(42) 前掲（注29)。
を肯定的に見ているのか, それとも, できれば働きたくないと思うの
だろうか。若年女性の専業主婦志向が高まっているという調査結果も
(43)
あり, 肯定的に見る者は少ないのかもしれない。
(44)
特に, 親が非正規労
働者である場合に家計全体が低収入であると, 非正規労働に否定的な
印象を持つであろう。母親が子育てのために非正規労働に就いたり,
出産退職後に非正規労働で再就職したために低収入である状況が一般
的であれば,「家事育児をする者は低収入になる」｢低収入でも生活す
るためには高収入の者と結婚する必要がある」という考え方を抱きや
すいと思われる。それは，男の子の職業観・ライフスタイル観にも影
響を与えるであろう。
(3) 親の非正規労働のあるべき方向性
子どもの貧困の回避, より充実した生活と教育, 職業観・ライフスタイ
ル観の育成といった面から, 親の非正規労働の方向性は, どのようにある
べきだろうか。基本的には, 若い時に正規労働に就き, 子どもができたら,
父親も母親も子育てと両立しながら正規労働を継続できるようにすべきで
ある。そのためには, 育児休業制度等の充実,
(45)
次世代育成推進法に
(46)
よる各
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(43) 国立社会保障・人口問題研究所が行った「第 4 回全国家庭動向調査」
(2008年 7 月実施)では,「夫は外で働き, 妻は主婦業に専念」という考え
に「賛成」と答えた既婚女性が1993年の調査開始以来, 初めて増加に転じ
た。
(44) 非正規労働者のあり様は, 時代と共に変化しているので, 非正規労働
者の母親の状況, また, その家庭の状況も, 子どもの世代によって違いが
あると思われ, そうした違いによる影響もあるだろう。
(45) 現在, 育介休法では, 子が 3 歳未満の労働者には短時間勤務措置の義
務を課しており（23条１項), 子が 3 歳から小学校就学までの場合は努力
義務（24条１項の３）を定めている。こうした制度の充実は検討されるべ
きである。
企業への子育てのための環境整備促進など労働法政策の促進が重要である。
また, 時間外労働の削減や有給休暇を取得しやすくすることなども必要に
なる。
しかし, 子育てとは, 子ができてみないとわからないことが多い。子に
病気や障害があることもあれば, 双子の場合もある。子育ての期間は長く,
その間に何があるかわからない。幼児期は, 衣食住の世話やしつけに手間
がかかるが, 思春期になれば, 別の問題が生じ, それらへの対応が必要に
なる。子どもの年齢によって, 親はどう働けるか, どう働きたいかは変化
する。合わせて, 親側の事情にも変化が生じる。病気になったり介護の必
要性が生じることもあれば, ひとり親になる場合もある。二人親の場合も,
何をどう分担するかは, 夫婦によって違うだろう。
(47)
先に述べたように子育
てと正規労働が両立できるような環境整備は大切であるが, それでも正規
労働では負担が重くなる事態も珍しくないだろう。その場合に, 負担の軽
い非正規労働は有用である。しかし, その有用さを生かすためには, 非正
規労働の不備を改善し, 働く側にとって質の良い非正規労働を確保するこ
とが必要である。有期労働やパート労働という形態が有用であっても, 働
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(46) 少子化並びに家庭及び地域を取り巻く環境の変化を契機に, 子どもが
健やかに生まれ育成されるよう, 国もしくは地方公共団体が講ずる環境整
備の施策, または事業主が行う雇用環境の整備その他の取組み（次世代育
成支援対策）を推進するため, 2003年に制定された。2005年から10年間の
時限立法であったが, さらに10年の延長が国会で可決され, 今年 4 月に,
改正法が公布された。
(47) 父親が労働, 母親が子育てと分担する夫婦が多いが, 働きたい母親,
子育てしたい父親も少なくない。厚生労働省の調査によると, 妊娠・出産
前後に退職した女性のうち約26％が仕事と子育ての両立環境が整っていた
ら働き続けたかったと回答し, 約10％は解雇・退職勧奨されている（内閣
府「平成25年版少子化社会対策白書」19頁)。また 3 割の父親が育児休業
を取りたいと思っている (同101頁)。
きに応じた賃金が支払われなかったり, 正規労働に戻れなかったりするな
ら, 親の非正規労働は, 全体として子に有用とはいえないからである。
非正規労働に対しては, 近年, 矢継ぎ早に法整備がなされ, 労働政策の
中心的課題となっているといっても過言ではないだろう。
(48)
その方向性は,
「正規労働を希望する者への支援」と「非正規労働の改善」の二つである
ように思われる。前者としては, 行政による就労支援,
(49)
非正規労働から正
規労働への転換措置がある。後者の「非正規労働の改善」については, そ
の柱となるのが,「雇用の安定」と「公正な処遇」である。
(50)
こうした方向性に対し, 労働者の自由な選択を阻む法の介入は適切では
なく, 非正規労働に対する法政策は, 無業・失業の者に対して, 雇用の入
口の敷居を低くし, 就労後に職業能力を発展させて正規労働へ誘導する方
向性を追求し, 労働市場機能を中核とすべきという意見がある。
(51)
しかし,
親である労働者の背後には子どもがいる。子どものためには労働市場にお
いて自由な選択などできない親が数多くいることから, 雇用の入口におい
ても労働条件を一定のレベルに保つ必要がある。
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(48) 菅野和夫氏は,「この10年で実現された最大の労働政策は…非正規労
働者保護政策」と述べている (菅野和夫「この10年の労働政策を振り返る」
『メールマガジン労働情報1000号特別編集号』((独) 労働政策研究・研修
機構 ＜https://area18.smp.ne.jp/area/cl/331766/cb1egjfjDxF0/M?S=ojnf4piogl
#top＞)。
(49) 子どもの貧困対策法第12条は,「保護者に対する就労の支援」として
「国及び地方公共団体は, 貧困の状況にある子どもの保護者に対する職業
訓練の実施及び就職のあっせんその他の貧困の状況にある子どもの保護者
の自立を図るための就労の支援に関し必要な施策を講ずるものとする｡」
と定める。
(50) 川田知子「非正規雇用の立法政策の理論的基礎」日本労働研究雑誌
No. 636（2013年 7 月） 9 頁。
(51) 川田知子 前掲書（注50） 6 頁。
他方, 両角道代氏は, スウェーデンでは, 女性が出産後も就労継続でき
る環境整備という第一世代の両立支援の目的を達成し, 子育てと仕事の両
立の質の向上をめざす第二世代の両立支援に正面から取り組んでいること
を参考に, わが国の労働法分野でも, 質の高い両立のための積極的措置を
使用者に義務付けていくことを一つの方向性として指摘している。
(52)
わが国
では, 女性は, 出産によって離職し, その後パートで再就職する事例が多
い。正規労働で就労継続する形での両立の支援と共に, 非正規労働での再
就職の場合の両立の質の改善は必要である。それによって, 父親は, 労働
の負担を減らし（父親がパートに就くという選択肢も含めて), 両親とも
子育てに関われるようにすべきである。
つまり,「正規労働を希望する者への支援」と「非正規労働の改善」の
対策は, どちらかに軸足を置くものではなく, パラレルに講じるべき方向
性である。それによって, 親は, その時々に応じて働き方を選択でき, そ
の選択が, 子のより良い生活, 成長に資するものとなる。
(4) 非正規労働に関する労働法制の問題点と親子関係
以上のとおり, あるべき子育てにとって重要となる, 非正規雇用の改善
の２つの方向性について労働法制の視点からその問題の所在と改善のあり
方につき検討を試みよう。
① 雇用の安定確保の必要性
有期労働は, 不安定な労働収入を生みやすい点で, 子どもの生活費,
教育費という観点から, 親として長い子育て期に対応できる働き方で
はない。また, 親が自らの意に反して職を転々としたり, 仕事を通じ
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(52) 両角道代「第二世代の両立支援と労働法」『福祉国家と家族』(財団法
人法政大学出版局 2012年 6 月）105～109頁。
たキャリア形成がなされないという面から, 子どもの職業観・ライフ
スタイル観の育成にも問題がある。しかし, 子育て中の親に有期労働
者は少なくないことは, 前述のとおりである。特に, 母親にはパート
労働者が非常に多いが, パート労働は, 雇用の量的調整弁として位置
付けられていることが多いため, ほとんどが有期契約である。親のパー
ト労働の収入が家計補助的であっても, 教育資金などであり, 子ども
にとって必要なものである
(53)
。また, パート労働も, 長く続けることで
職業人としてのキャリア形成がなされる。子育てのためにパート労働
を選ぶ親が, 子に, 職業人としてのキャリア形成を示して子の労働観
やライフスタイル観に広がりを持たせることは, 子が子育てや介護等
と仕事との両立を考える際に, 選択肢が広がるだろう。
周知のとおり, 正規労働者には, 厳格な解雇規制がある。労働契約
法16条は,「解雇は, 客観的に合理的な理由を欠き, 社会通念上相当
であると認められない場合は, その権利を濫用したものとして, 無効
とする｡」と定めている。
(54)
また, 解雇権濫用法理が整理解雇に適用に
なる場合の判断基準として, 人員削減の必要性, 人員削減の手段とし
て整理解雇を選択することの必要性（配転・出向・希望退職の募集な
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(53) 厚生労働省「平成23年（2011年）パートタイム労働者総合実態調査」
の個人調査によると,「働いている理由」として最も多いのが「主たる稼
ぎ手ではないが何らかの家計の足しにするため」(56.0％）であり, その
うち, 49.2％が「生活を維持するには不可欠のため｣, 26.8％が「子ども
の教育費や仕送りの足しにするため｣, 15.7％が「住宅ローン等の返済の
足しにするため」となっている。
(54) この規定は, 戦後, 多くの判例の積み重ねにより, 定式化された解雇
権濫用法理を明文化したものである（日本食塩製造事件 最判昭50. 4.
25民集29巻 4 号456頁, 高知放送事件 最判昭52. 1. 31労判268号17頁)。
2003年に労基法に明文化され, 2007年, 労働契約法制定時に同法に移行さ
れた。
ど他の人員削減手段を講じたことなど), 被解雇者選定の妥当性, 手
続の妥当性（労働組合との協議を経たことなど）の４要件が, 判例に
(55)
よって形成されている。
こうした規制の根拠に関しては, 様々な学説があるが, そこには雇
用の安定の意義が述べられている点で共通している。生存権（憲法25
条 1 項）保障を根拠とする説は, 収入源を失うことが生活の脅威を
招くことを重視する。
(56)
また, 労働者の人格や自己実現（憲法13条）
を重視する説は, 解雇が, 労働者に無能との宣告を意味する場合が多
いという面, 労働は労働者の自己実現の場であるという面, そして,
解雇の脅威が労働者の（使用者への）人格的従属を強めるという面を
重視する。
(57)
労働が生存権と人格・自己実現権のどちらをも実現すると
して, 労働権を根拠とする説もある。
(58)
これらの説が述べるとおり, 雇
用の安定は, 労働者の経済的生活の基盤であり, 人格形成や自己実現
の手段でもあるが, それは, 子の視点からみれば, 子どもの経済的生
活を支え, 職業観・ライフスタイル観を育てるものであることは, 前
に述べたとおりである。また, 労働者が解雇を恐れて使用者に人格的
に従属すると, 家庭の事情等を主張しにくくなり, 子育てを始め家庭
を犠牲にして働く傾向が強まるであろう。
このように, 有期労働は, 子育て中の親の働き方として問題がある
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(55) 東洋酸素事件 東京高判昭54. 10. 29労民30巻 5 号1002頁。
(56) 本多淳亮「解雇自由の法理」民商法雑誌35巻第 5 号（1957年）669頁
(43頁)。
(57) 村中孝史「日本的雇用慣行の変容と解雇制限法理」民商法雑誌119巻
4・5 号（1999年）605～607頁, 本久洋一「解雇制限の規範的根拠」『解雇
法制の再検討（日本労働法学会誌99号)』(2002年 5 月）16, 17頁。
(58) 川口美貴「経営上の理由による解雇規制法理の再構成」日本労働法学
会誌98号（2001年10月）38頁。
が, 現在の有期労働法制は, 有期労働を基本的に制限する形になって
いない。2012年 8 月に改正された労働契約法（以下「労契法」とい
う｡）では, ①有期労働契約期間が通算５年を超える場合, 労働者の
申込によって無期契約に転換できること（18条), ②契約が反復更新
されたことにより, 雇止めが解雇と社会通念上同視できる場合, また
は, 労働者が更新されるものと期待することに合理的な理由がある場
合に, 雇止めが認められないこと（19条, いわゆる「雇止め法理｣）
が定められている。また, それに先立つ2012年 3 月には, 労働者派
遣法（以下「派遣法」という｡）が改正され, 派遣労働者の無期雇用
への転換促進の努力義務（30条), 日雇い派遣の制限（35条の 3 第 1
項)
(59)
, 派遣先による中途解約時の就業機会確保（48条１項）が定めら
れている。しかし, 日雇い派遣を除き, これらの改正のいずれも, 有
期労働契約自体を制限するものではなく, 結果として契約期間を超え
た（更新された）場合に, 労働者に, 無期転換や更なる更新の権利を
認める「出口規制」である。よって, 契約どおりに（または５年未満
で）雇用が終了してしまう場合, 雇用の不安定という問題は解決しな
いのである。
以上のことから, 有期労働は, かなりの高収入で契約期間と関係な
くキャリア形成がなされるような場合（一部のプロスポーツ選手など),
または, 一時的なイベント業務や学生アルバイト, 育児休業者等の代
替要員, 配偶者の転勤についていく場合の引越先での一時的な就労
（子育て中の労働者の遠方への転勤は, 基本的に制限されるべきもの
と考えるが, 労働者自身が望む場合もあるし, 高度な必要性を有する
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(59) 原則として日々又は30日以内の期限の派遣を禁止し, 例外的に「適正
な雇用管理に支障を及ぼすおそれがないと認められる業務」及び「雇用機
会の確保が特に困難な場合」等を許容している。
転勤もある｡）など, 有期契約であることに合理的な理由のある場合
に限られるべきである｡「入口規制」の導入である。また, 派遣労働
は, 派遣元と有期契約であることが多いうえに, 派遣先のニーズがな
くなると派遣元との労働契約も終了しやすい。また, 労働条件や労働
環境についての交渉相手が, 現場を知らない派遣元であるため, 契約
の終了をめぐるトラブルの解決がなされにくい。その結果, 辞めてし
まう労働者も少なくない。派遣労働については,「入口規制」として,
直接雇用の有期労働以上に高収入を得られ, 高度な専門性を有する業
務に限る規制を導入するべきである。それによって, 子育て中の親が
安定した労働に就くことができ, 多くの子どもが, 安定した生活や教
育, 成長の機会を得ることができるであろう。
② 公正な処遇の実現の必要性
非正規労働の改善のもう一つの重要な方向性が, 公正な処遇である。
親が働いているにも関わらず, 子どもが貧困となる最たる原因は, 非
正規労働の低収入にある。また, 非正規労働者の低収入は, 子育てや
子どもの職業観・ライフスタイル観にも問題を及ぼしている。先述し
たように, パート労働の時間当たり賃金は低く, ボーナスはほとんど
ない。雇用期間が長くなっても, 昇給はほとんどない。有期労働者や
派遣労働者が契約更新されて, 同じ企業で働き続ける場合も似たよう
な状況である。非正規労働は, 処遇において, 職務の内容の違い以上
に正規労働との差が設けられ, 不合理な労働条件を課されていること
が少なくない。
こうした状況が問題視され, まず, 2007年にパート労働法が改正
された。この改正により, わが国で初めて, 雇用形態に関する差別禁
止や均等均衡待遇が法で規制されることとなった。
(60)
また, 2012年の
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労契法改正で, 有期契約による不合理な労働条件が禁止された（20
条）ことに伴い, 2014年 4 月にさらにパート労働法が改正され, 差
別的取扱いが禁止されるパート労働者の条件として「期間の定めのな
い契約であること」が外された。子育てとの関係でパート労働に就い
ている者が多いことを考えると, 子どもにとってこの法律の重要性は
高いだろう。しかし, 現行法では, 子育て中の親への影響力は大きく
ないと思われる。改正パート労働法は, パート労働者の待遇が通常の
労働者の待遇と相違する場合, 業務の内容及び当該業務に伴う責任の
程度, 当該職務の内容及び配置の変更の範囲その他の事情を考慮して,
不合理と認められるものであってはならないとする（ 8 条)。そして,
職務の内容及び配置の変更が通常の労働者と同一であるパート労働者
については, 賃金決定, 教育訓練の実施, 福利厚生施設の利用その他
の待遇について, 差別的取り扱いをしてはならないとする。
しかし, 職務の内容や配置の変更が正規労働者と同一であるパート
労働者は少ない。
(61)
これらを正規労働者と同じくする使用者は少ない｡
労働者側も, 子育てとの両立のために家から近い職場を選びがちであ
り, 職務内容についても責任や難易度の低いものを選ぶ場合が少なく
ないと考えられる。結局, 多くのパート労働者は,「通常の労働者と
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(60) ニヤクコーポレーション事件－大分地判平成25. 12. 10労経速2202号
3 頁は, 改正パート労働法 8 条の「通常の労働者と同視できる短時間労働
者」と認定し, 同短時間労働者と正社員との賃金, 退職金, 週休日の違い
を, 差別として同法により禁止されるものとした。
(61) 厚生労働省「平成23年（2011年）パートタイム労働者総合実態調査」
の事業所調査によれば, 正社員とパートの両方を雇用している事業所のパー
ト全体に占める割合をみると, 正社員と職務が同じパートの割合は8.1％,
このうち人事異動の有無や範囲等が正社員と同じパートの割合は2.1％で
ある（さらに, このうち無期労働契約を締結している（実質無期を含む）
パートの割合は1.3％である｡)。
待遇が相違」しても法的に問題はないこととなる。また, こうしたパー
ト労働者の賃金決定について, 合理的と判断される要素は,「職務の
内容, 職務の成果, 意欲, 能力, 経験等」であり, これらを勘案して,
通常の労働者との均衡を考慮することとなっている（同法10条)。パー
ト労働だということで（または, 有期契約の更新だということで),
これまで何年働いても, 熟練になっても, 賃金が低いままの労働者が
多数いたことを考えると,「経験」等によって昇給する可能性が法で
示されたことは評価できる。しかし,「意欲」｢能力」などは, 客観的
な判断基準がわかりにくく「職務の成果」も, 労働時間の違いによる
影響はあるはずで, 単純に判断しにくいと思われる。ここに挙げられ
た賃金決定要素は, 一般に正規労働者の賃金を決める判断要素でもあ
るが, 正規労働者の場合も,「意欲」｢能力」｢職務の成果」といった
基準は, 使用者の主観が入りやすかったり, 労働者が使用者へのアピー
ルのために過重に働く傾向となったりする危険を含んでおり問題を有
している。他方, 高度経済成長期の日本型雇用を象徴する年功賃金シ
ステムのように単純に在職年数を賃金決定の基準にすると, 子育て等
のためにいったん離職した者が再就職する際に不利になったりするこ
とになる。
また, 教育訓練については, 職務内容が正規労働者と同一の場合に
のみ課されているが, 上述のとおり, 子育てのためにパート労働に就
く者は, 責任や難易度の低い職務を選ぶ場合が少なくない。
パート労働は, 父親にとっても母親にとっても, 仕事と, 子育てや
子どもの育つ地域社会作りなどへの参加とを両立するために有用な働
き方である。ただ, 仕事に多くの時間や労力を割けない分, 正規労働
者より立場が弱くなる。だからこそ, パート労働を希望する者が, 正
規労働者に比べ不合理な処遇にならないように, また, 処遇の合理性
・・・・
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の判断が, 時間や労力を100％仕事につぎ込める労働者を基準として
なされないように, 法解釈等がなされるべきである。
パート労働の多くを占める有期労働については, 労契法に「労働契
約は, 労働者及び使用者が, 就業の実態に応じて, 均衡を考慮しつつ
締結し, 又は変更すべきものとする。( 3 条 2 項)」と規定されてい
た。これに, 2012年の改正で, 有期契約による不合理な労働条件の
禁止（20条）が追加された。有期契約であることをもって, 特に賃
金に関して不合理な条件が課される実態を踏まえてのものである。
(62)
派
遣法も2012年改正により, 賃金について派遣先の同種業務従事者と
の均衡や一般の同種業務従事者の賃金水準等に配慮すること（30条
の 1 ）が定められた。先述の (独) 日本労働政策研究・研修機構の調
査（表３）では, フルタイムの有期労働者（契約社員）は, 母子世帯
の母親の１割程度おり, 父親も非正規労働者の中では比較的多い類型
である。改正労契法の実効性が重要である。一方, 派遣労働者, 特に
男性派遣労働者には未婚者が多く, 子どもを育てる生活環境にさえな
らないことが伺われるが, それでも, 子育て中の親が全くいないわけ
ではない。派遣法30条の 1 は, 私法上の効力を直接導き出すことが
困難である点,
(63)
条文の規範内容が不明確で裁判等で主張・立証すべき
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(62) 労働経済学者の鶴光太郎氏は, 正規労働に就く能力を持っているにも
かかわらず, ポストの数不足で非正規となっている労働者に対し, 異なる
待遇を正当化する仕組みとして「有期契約は無期雇用の正社員との区別が
非常に明確であることから正社員との区別の象徴となっている感がある｡
理論的に考えれば, 能力に差異がなければ有期契約の雇用が不安定な分,
企業が有期労働者に対し賃金プレミアムを支払うことも十分合理的な対応
といえるが, 現実には, 有期労働者に対する処遇が正社員に比べ明らかに
低くなっている｡」と指摘している（鶴光太郎「非正規雇用問題解決のた
めの鳥瞰図」『非正規雇用改革 日本の働き方をいかに変えるか』(日本評
論社 2011年 6 月）21頁)。
内容が不明である点な
(64)
ど不十分さが指摘されている。派遣法の規制強
化が求められるところである。
加えて, 先述したように, 有期労働は, 不安定なため長い子育て期
に対応できるものではない。仮に, 有期労働や派遣労働をつないで途
切れなく雇用されたとしても, 現状では年功的な賃金システムに乗ら
ないため, 子どもの成長と共に上がる生活費, 教育費を賄うことは難
しい。年功賃金システム自体にも問題はあるが，雇用契約の際に前職
の経験を賃金決定に十分加算できる場合は別として, どんなに公正に
扱ったとしても, 有期労働, 派遣労働の賃金は子育て期に対応したも
のとはなりにくいだろう。
③ 正規労働への転換
非正規労働の不安定や低処遇への対応策として, 法は, 正規労働へ
の転換制度を規定している。先に述べた有期労働の無期雇用への転換
はその一つである。パート労働の場合は, パート労働法12条で, 正
規労働者の募集時や配転時にその事業所のパート労働者が応募できる
機会の確保, 正規労働への転換試験などの措置を講じることを使用者
に義務付けている。
有期労働や派遣労働を原則として禁止する方策を採らない場合には,
正規労働への転換は, 雇用の安定や公正な処遇の確保につき有意義な
方策となり得る。また, 将来は正規労働に就くことを希望しつつも,
出発は非正規労働を望む労働者には有効である。一度非正規労働に就
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(63) 沼田雅之「2012年改正労働者派遣法の概要とその検討」『労働者派遣
と法』(日本評論社 2013年 6 月）41頁。
(64) 緒方桂子「女性の労働と非正規労働法制」『労働法と現代法の理論 西
谷敏先生古稀記念論集』(日本評論社 2013年11月）474頁。
くと正規労働に就きにくい現状を解消する点でも意義がある。しかし,
転換制度は, 利用するか否かを労働者が選ぶものであるから, 利用の
しやすさが重要である。
そこで問題となるのが, まず, 労契法18条に基づく有期労働者の
無期転換後の労働条件である。労契法18条 1 項後段は, 転換後の労
働条件は, 別段の定めがないかぎり有期契約当時のものを引き継ぐと
定めており, 採用時から無期契約であった労働者と有期契約から無期
転換した労働者との格差解消までを意図したものではないとされる。
(65)
確かに, 有期労働者の低処遇解消については, 労契法20条「有期労
働による不合理な労働条件の禁止」や, 有期契約のパート労働者の場
合はパート労働法18条, 19条の「均等均衡処遇」によって解消すべ
きである。しかし, 配転や時間外・休日労働など, いわゆる「低処遇」
かどうかといった基準ではその当否が量れない労働条件の場合が問題
となる。厚生労働省の通達に
(66)
よれば, 就業規則は, 同条の「別段の定
め」に当たるとされる。では就業規則で, 地域や職務を限定された有
期労働者は無期転換後は配転に応じなければならないと定めることに,
問題がないだろうか。
この点について, こうした就業規則は労契法９条違
(67)
反で無効である
とする見解,
(68)
労契法10条に
(69)
よって変更の合理性が審査されることに
家
族
に
と
っ
て
の
労
働
法
制
の
あ
り
方
230(862) 法と政治 65 巻 3 号 (2014 年 11 月)
(65) 菅野和夫 前掲書（注33）223頁。
(66) 厚生労働省「労働契約法の施行について」(基発0810第 2 号)。
(67) 労契法 9 条「使用者は, 労働者と合意することなく, 就業規則を変更
することにより, 労働者の不利益に労働契約の内容である労働条件を変更
することはできない。ただし, 次条（10条）の場合は, この限りでない｡｣。
(68) 中村和雄「有期と派遣の制度改正の実務への影響－労働者側弁護士の
立場から」『季刊労働法239号』(2012年12月）21頁。
(69) 労契法10条「使用者が就業規則の変更により労働条件を変更する場合
なるとする見解,
(70)
6 年目から新たに契約が成立し, 労契法 7 条の
(71)
問
題とする見解
(72)
等がある。有期労働者の無期転換は, その前に 5 年以
上勤務していた者が引き続いて勤めるもので, 実質として一からの労
働契約とはいえない。労契法 7 条で判断するのは形式に過ぎるであ
ろう。よって労契法10条に当たる場合は同条の「合理性｣, 当たらな
い場合は 9 条の「不利益」に当たるかが判断されるべきである。子
育て中の労働者が, 子育てのために配転を避けるべく, 有期労働者と
なっている場合（有期労働者には配転が予定されていないことが多い),
無期転換によって遠方への配転に応じなければならないとなれば, 子
育てに支障が出る。子育てに支障が出ることは, 親である労働者にとっ
て不利益である（子どもにとっても不利益であり, 子どもの不利益は
親の不利益とも考えるべきである｡）から, 基本的に, 9 条の「不利
益」に該当する。その不利益の程度を強く感じる親ほど, 配転を避け
るべく, 無期契約を希望しつつも有期労働を我慢するであろうから,
これを 9 条の「不利益」に当たらないとすれば, 実質的に無期転換
権を制限することにもなるだろう。
(73)
そうしたことを重視して, 10条
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において, 変更後の就業規則を労働者に周知させ, かつ, 就業規則の変更
が, 労働者の受ける不利益の程度, 労働条件の変更の必要性, 変更後の就
業規則の内容の相当性, 労働組合等との交渉の状況その他の就業規則の変
更に係る事情に照らして合理的なものであるときは, 労働契約の内容であ
る労働条件は, 当該変更後の就業規則に定めるところによるものとする。
(以下略)｣。
(70) 前掲書（注37）116,117頁（水口洋介発言）
(71) 労契法 7 条「労働者及び使用者が労働契約を締結する場合において,
使用者が合理的な労働条件が定められている就業規則を労働者に周知させ
ていた場合には, 労働契約の内容は, その就業規則で定める労働条件によ
るものとする。(以下略)｣。
(72) 前掲書（注37）117頁（木下潮音発言)。
の「合理性」は解釈されるべきである。しかし, 転居を伴わない転勤
等は, 通勤時間などを10条の「不利益の程度」によって判断すべき
である。
さらに, 転換制度は, それによって, 非正規労働の不安定や低処遇
が肯定されるものであってはならない。つまり, 雇止めになったり賃
金が低かったりするのは, 転換制度があるのに使わない労働者自身の
選択の結果だとしてはならないということである。転換制度は, 有期
労働の制限や非正規労働の処遇改善と合わせて進めるべきである。
５ 社会保障制度の関与のあり方
以上のとおり, 私見においても, パート労働や例外的な有期労働につい
て, 非正規労働の存在を認める。その点で非正規労働の改善は必要である
が, 合理的な処遇の確保された非正規労働であっても, 正規労働より不安
定で収入が少ない働き方となるのは否めない。そこで問題になるのが, 社
会保障制度のあり方である。子どもが, 親の労働収入以外に生活費, 教育
費を得ることができるなら, その分, 親の賃金は少なくてもよいし, 一時
的な離職も経済的な負担にならないからである。
社会保障制度検討の視点として, まず, 子どもに関する社会保障制度は,
親の権利保障ではなく, 子どもの権利, 福祉の実現と捉えるべきと考え
る。
(74)
例えば, 子の存在を, 家族の（経済的な）生活リスクと見て, 児童手
当を
(75)
その保障と解する見解があるが
(76)
, そうではなくて, 子ども自身が享受
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(73) 緒方桂子 前掲書（注64）468頁。
(74) 山田晋「育児支援の社会保障法学的検討の視覚」『次世代育成を支え
る社会保障（社会保障法第23号)』(法律文化社 2008年 5 月）98，99頁。
(75) 現在の支給対象は中学生（15歳に達した日以後最初の３月31日）まで
の児童を養育している者。支給額は, 児童１人当たり月額10000円～15000
円（所得制限以上は5000円)。
する生存権, 教育を受ける権利の実現の手段と考えるべきだろう。子ども
の最低限の権利は, 基本的に親の収入と切り離して実現されるべきである。
二つ目は, 子どもには親に育ててもらう権利があり, 社会保障制度はこ
れを支援すべきであるということである。育児休業やその間の雇用保険は,
親の労働継続保障であると同時に, 子どもが親に育ててもらう権利の保障
でもあるといえる。ひとり親の場合は, 特に, 社会保障制度によって，親
が, 労働の負担を軽くし, 子育てに時間や労力を回せるようにするべきで
ある。
三つ目は, 親の労働支援である。親の労働は, 子どもの生活費，教育費
のためだけでなく, 職業観・ライフスタイル観の育成のために重要である。
よって, 児童手当のような直接支給制度や教育の無償化等の制度はある程
度必要であるが, 親が働かなくてもいい制度にしてはならない（病気や障
害がある場合などは別である｡)。そもそも社会保障制度は, 財源が必要で
あるから, 財源となる税金や保険料等を稼ぐ者が必要である。
これらの視点から親の非正規労働を補完する社会保障制度が整うなら,
非正規労働に就く選択肢は広がるであろうし, 非正規労働だから貧困にな
るという事態も改善される。子どもは, 親から, 必要な子育てを受けつつ,
親の働く姿を見ることができ, 必要な生活費を得ることもできるようにな
る。ただ, そのためには, 非正規労働者もできるだけ社会保険の加入対象
とする必要がある。また, 制度の適用条件に親の性別や夫婦関係を入れる
と, それが働き方と子育てのあり方に影響し, 結果として子どもに影響が
出る。子どものための社会保障制度は，子どもを基準に扱い, 子どもの権
利保障とならねばならない。
また, 子どもに関する社会保障制度を考えるとき, 教育との関係も視野
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(76) 荒木誠之『社会保障法 (三訂版)』(ミネルヴァ書房 1976年）53頁。
に入れるべきである。教育制度は, しばしば, 社会保障と別物のように扱
われるが, 子どもにとって教育は生活の一部であり, 教育保障は生活保障
である。親の収入によって受けられる教育に差が出ることや, 親が教育費
を稼ぐために, 過剰労働や条件の悪い労働に就かねばならない事態は望ま
しくない。教育費の公的負担が必要である。また, 教育機関は, 子どもの
生活の場である。子どもが安心して健やかに過ごせるような学校でなけれ
ば, 親は安心して働くことはできない。それは, 例えばパート労働者の親
が正規労働へ転換するか否かの決定を左右することにもなるだろう。
６ 結びにかえて 労働の二極化の解消に向けて
子どもが親の子育てと親の労働収入を必要とする存在であることを踏ま
え, 親が子どもの生活と教育のためになるような働き方ができるよう労働
環境を整えることは重要である。たしかに, ここ十数年間は, 育介休法が
改正され, 労契法に「仕事と生活の調和」( 3 条) が盛り込まれるなど,
「家族」は, 労働法の扱うべき対象になりつつある。労働者がどのような
家族的責任を負っているかは, 重視されてきている。しかし, 労働者の家
族である者が家族生活についてどのような権利を有しているかという視点
はあまり見られない。家族の家族的責任は, 家族の側の権利や福祉と表裏
一体であることをふまえ, それらも労働者の属性として, 労働法の課題と
していくべきであろう。特に, 子どもは, 経済面でも生活面でも親を必要
とする存在である。非正規労働の問題も, そうした観点からの対策が必要
である。
非正規労働の問題は, 正規労働の問題の裏返しでもある。正規労働の過
重さ, 拘束性の高さの改善がなされなければ, 子どものことを考えて非正
規労働に就いている親は, 不安定や低処遇という問題を抱えていても正規
労働に就かないだろう。
(77)
子どものことを考えて正規労働に就く親もまた然
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りである。結局, 親はどちらに就いても多くの問題を抱えることになり,
それは, 子どもの負担となる。子ども以外の家族もまた同様に負担を負う。
正規，非正規それぞれの問題を解決していくと同時に, 非正規と正規の中
間的な働き方が模索されるべきである。
(78)
なお, 労働条件の改善は, 法による規制だけではなく, 労働組合等によ
る労使合意によってもなされるべきである。非正規労働者の労働組合加入
についての指摘は少なくない。本稿では, そうした論点については全く触
れていないが, 一つ念頭に置くべきであるのは, 子育て中の労働者は, 労
働組合活動をする時間がとりにくいということである。仕事と子育てだけ
でなく, 保育所や学童保育の整備に関する行政等への活動もある。特に非
正規労働者は, 低賃金で, 時間給であることも多く, ベビーシッター等に
子どもを預ける余裕はない。集団的労使関係を考えるうえでは, そうした
事情を踏まえる必要があるだろう。
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(77) (緒方桂子氏は, この間の一連の非正規労働に関する法改正は, 多く
の非正規労働女性に対して実効性のある改善とは考えにくいと指摘する。
それは, 家族的責任との調和・両立のためにパートを選ぶ者が多いからで
ある（緒方桂子 前掲書（注64）465～475頁)。
(78) 厚生労働省から2014年７月30日に「｢多様な正社員」の普及・拡大の
ための有識者懇談会報告書」が公表され, 職種や勤務地の限定された正社
員, 労働時間の短い正社員について提言がなされている。
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The way of labor legislation to the family－
mainly on non-regular labor for a child of the parent
Junko HASEGAWA
The family support the life of the member, and constitutes society. The
factor to support a family is labor and care of the members. It is important
that we think about how a family takes labor and the care of the member,
therefore labor legislation and interpretation of labor law in consideration of
family life is necessary.
In this article, I pointed out importance of the labor of the parent for the
child and when a parent was non-regular worker, I considered it. At first,
point out that the labor of the parent affects the child at a point of the income,
child care, outlook on occupation and lifestyle. Then, I show the problem that
non-regular worker has instability of the employment and unequal treatment
with regular worker, but the merits that time for child care can secure by
part-time job labor, non-regular labor does not have the allocation to the
distant place, I consider what kind of influence they have on a child. With
that in mind, I discuss the way of the non-regular labor legislation while think
about the position of the child. Finally I remark the way of the relation of the
social security system, and I give an opinion about the way of the labor law
that the regular labor was included in.
